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介護サービス見込み量ワークシート推計手順   

ステップ1被保険者及び事支壇・事介ヰ認定者数の推計  

被保険者数（40歳以上）の実績 ．ン  

ニニニニニニニニニごニニ1ごニニニニニニ＝ごごニニごご∵  

： 要支援■要介護認定者数の実績 J  
■■■ ■■ ■■■■ ■●■■■■■●●●●■■－■■● ■■●■●●■■ ■■●■■■ ●● ■■  

被保険者数の推計  

自然体の要支援・要介護認定者数を推計  

介護予防後の要支援・要介護認定者数を推計  
ステップ2 施股サービス・居住雇サービスの利用者の推計   

標準的居宅サービス等  
／標準的介護予防サービス等受給対象者数を推計   

○標準的サービス受給対■音数   
＝事支援・羊介護認定者数   
－（介饅保儀三施毅刑用音数＋地域密曽型介護老人福祉施職  

利用者数＋居住系サービス利用者数）  

※施設サービス利用者＝介護保険三施設及び地域密着型介護老人福祉施設利用者  

※居住系サービス利用者＝認知症高齢者グループホーム利用者及び特定施設利用者  

ステップ3 居宅サービス等供給暮尊の推什  

‥
‥
‥
＝
‥
●
‥
‥
＝
：
：
 
 付

 
 

給
 
 

標準的居宅サービス等・標準的介護予防サービス等受給者数を推計   

○サービス受給者数＝サービス受給対t音数×サービス受給辛  

各サービスの必要i（年間）を推計   

0各サービスの必手t（年Ⅶ）  

＝サービス受給者数×各サービスの利用串  

×各サービス別利用者1人あたり利用国数／日数  

×12月  

◆ヽ：基礎数値として都道府県  
……  ノ が用意するデータ  

第3期介護保険事業計  

画、過去の実績、政策的  

判断により、都道府県が  

見込む数値  

ステップ4 総給付費の推計  

総給付費の推計  
○総給付費＝施設サービス等の利用者数見込み×サービス利用1月あたり給付♯×12月  

＋居住系サービス利用者数見込み×サービス利用1月あたり給付額×12月＋  
＋各介雄予防サービス等／居宅サービス等の供給1見込み（年Ⅶ）×サービス利用1回／1日  

あたり給付額＋その他の給付t（居宅一義一理指事義、介1予防居宅♯暮一理指礪責、亀蠣支援事暮に係る★用書）  

※標準的居宅サービス等受給者数とは、居  
宅介護（予防）支援を受給する美人数をい  
う。  

ステップ5 保険財政一保険料の推計  

第1号被保険者の保険料額を推計  
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1．介護サービス見込み量ワークシートの概要   

1．1サービス利用者数の推計  

施言卦居住系ワービス利用者  

要介護〔支措）認≡音数  

標準的居宅サービス等利用者とは、居宅介護（予防）支援を受けている利用者をいいま  

す。  

1．1．1要介護（支援）認定者数の推計  

（り 要介護（支援）認定者数の推計（自然体）  

第1号被保険者及び第2号被保険者のうち、地域支援事業の効果及び介護給付の効果   

を見込まない場合の要介護（支援）認定者数（自然体）を推計します。  

（例）平成18年10月の実績を用いた、要介護（支援）認定者数（自然体）の推計イメー  
ジ  

平成柑年川月の要介護（支援）吉．習冠者敷（自然体）  

菓1号禎†呆降着  

要介讃（支揺）三雲定着敷（平成18年1□月）   
＋  吉票定率の増加（減少）見込み ユ  ＝‡  

第1号視保険者敷（平成18年10月）  

× 第1号被保険者敷（各年度）  

講2号禎†呆陳昔  

要介讃（支揺）喜悪玉著雛（平成用年10月）  
＋  認定宰の増加（減少）見込み）   ＋（  

第2号被保険者敷（平成1日年10月）  

× 第2号被保険者敷（各年度）  
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（2）要介護（支援）認定者数の推計（介護予防後）   

要介護（支援）認定者数（自然体）に、地域支援事業の効果及び予防給付の効果を見  

込んだ場合の要介護（支援）認定者数を推計します。  

（例）要介護（支援）認定者数（介護予防後）の推計イメージ  

各年度の要支揺・要介護1の言忍謹書敷（介護予防後）  

各年度の要支援・要介護1の己習定着敷（自然体）  

地域支捷事業の効果によって非該当にととまる見込みの人緻  

高齢者人口（前年度）×地域支精華薫の対象者割合見込み（前年度）   
＋前々年度までの地域支頂事業によって自立にとどまった人較  

× 地域支援事業の効果割合見込み（前年唐）  

予防給付の効果によって軍支捷・事介護1にとと－まる見込みの人数  

蓬  

髪  

尊   

前年度の要支援・要介護1の認定者敷（自然体）  

× 予防給付の効果割合見込み（前年度）  

各年度の要介護2～5の認定者敷（介護予防後）  

各年度の要介護2～5の認定者敷（自然体）  

予防給付の効果によって零主権・要介護1にととまる見込みの人軌  

前年度の要支援・要介護1の吉票琵■音数（自然体）  

× 予P方給付の効果割合見込み〔前年唐）  
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1．1．2施設・居住系サービス利用者数の推計   

平成‘18～26年度に施設・居住系サービスを利用する人数を推計します。  

（例）施設・居住系サービス利用者数を推計するイメージ  

施設・居住系サ¶ビス利用者  

要介護（支援〕孟習：定着敷  
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1．1．3標準的居宅サービス等受給対象者数の推計  

要介護（支援）認定者数から施設一居住系サービス利用数を除いて、標準的居宅サー   

ビス等受給対象者数を推計します。  

（例）標準的居宅サービス等受給対象者数を推計するイメージ  

信
革
的
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
 
 

受
精
封
毀
ホ
粕
 
 

※標準的居宅サービス等利用者とは、居宅介講（予防）支揺を受けている利用者をいいます。  

各年度の要支援・事介護1～5の標準的居宅サービス等受給対象者故  

各年度の要支捕・要介讃1～5喜召還者紋（介讃予防穣）  

各年度の要介護1～5の介護保険施富農サービス利用者数  

各年度の要介讃l～5の地域密着型介讃老人福祉施設入所者生活介讃サービス利用者紋  

各年度の要支援・要介護1～5の認知症対応型共同生活介護利用者数  

各年度の要支援・要介護1～5の特定施設入居者生活介護利用者数  
（介護専用型特定施設＋介護専用型以外の特定施設）  

各年度の要介護1～5の地域密着型特定施設入居者生活介護利用者数  
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1．1．4標準的居宅サービス等受給者数の推計  

平成18年度～23年度に標準的居宅サービス等を受給する要介護（支援）認定者数を   

推計します。  

（例）平成18年10月の実績を用いた、標準的居宅サービス等受給者数を推計するイメー  
ジ  

信
幸
的
屑
篭
サ
ー
ヒ
ス
等
受
給
零
敗
 
 

旗
 
 

．
 
 
 
 
－
 
 
 
 
L
．
、
「
ノ
 
 

①第3期介護保険事業計画の計画値及び直近の給付実績を基に、標準的居宅サービス等受   

給対象者数に対する標準的居宅サービス等受給者数の割合を設定します。  

平成18年川月の要支頂・要介讃1～5の標準的居宅サービス等受給率  

平成18年10月の要支援・要介護1～5の標準的居宅ワービス等受給者数  

平成18年10月の標準併】居宅ワトービス等受給対象者敷  

～5の認定者敷  

平成18年10月の要支頂・要介講1～5の  

施喜畏・居住系サービス利用者紋  

②各年度の標準的居宅サービス等受給者数を推計します。  

各年度の要支援・要介護1～5の標準的居宅サービス等利用者数   

ゴ憶準的居宅サービス等受給者数  

各年度の要支頂・要介讃1～5の標準的居宅サービス等受給対象者雛  

〉〈≡（ H18年10月の要封卦要介護1～5の標準的居宅サービス等受給率＋受給率の増加（減少）見込み  卜  
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1．2標準的居宅サービス等の必要量の推計  

標準的居宅サービス等受給者数に、サービス別利用率、サービス別利用者1人あたり   

利用回数・目数等、12（月）を乗じて、標準的居宅サービス等の各年度に必要な量を推   

計します。  

（例）平成18年10月の実績を用いた、標準的居宅サービス等の必要量を推計するイメー  
ジ  

サービス別要支援・要介護1～5の標準的居宅サービス等の必要量（年間）  

各年度の要支頂・要介護1～5の標準的居宅サービス等受給者勤  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1 ×  
l  

l  

各サービス別利用率   

H18年10月の要支嬬・要介云釘～5のサービス別利用者敷  
サービス別利用率の増加  

（減少）見込み   
しHl時10月の亭主揺・専介謝～5の標準的居宅サ」ビス等受給者数  

各サービス別利用者1人あたり利用回数・日数等   

「 H18年10月の要支揺・要介講1～5のサービス別利用回数・日紋等  サービス別利用者1人あたり  

＋ 利用回数・日数等の増加  
（減少）見込み  H18年10月の要支積・事介讃1～5のサービス別利用者数  

：× 12 （月）  
1   

1．3標準的居宅サービス等の供給量の推計  

必要量を基に地域の実情に応じて供給  
量を設定してくたさい。   

各年度の要支積・要介護1～5の  
標準的居宅サービス等の供給量  
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1．4総給付真の推計  

（例）平成18年10月の実績を用いた、施設サービス■居住系サービスの総給付費の推計  
イメージ  

施設ワービス・居住系ワービス経絡何重  

各年度の施設・居住系ワービス利用者数  

（平成18～23年唐）  

平成18年1口月各随喜莫・居イ主系サービスの給付費  

平成18年10月各地喜針居住系サービスの利用者蔓史  

（例）平成18年10月の実績を用いた、居宅サービス・地域密着型サービスの総給付費の  
推計イメージ  

居宅ワービス・地域密着型ワービス総給付妻  

平成18年10月  
各居宅・地域密着型サービスの給付費  各年度の居宅・地域密着型ワービス供給量  

（平成柑～23年度）  
平成18年10月  

各居宅・地域密着型サービスの利用回雛・日数  

（例）平成18年10月の実績を用いた、介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス  

の総給付費の推計イメージ  

介護予防ワービス・地域密着型介護予防ワービス紘給付妻  

平成18年10月  
各介護予防・地域密墓聖介讃千防サービスの指付糞  各年度の介諸子β貞・地域空着型介讃予防サービス供給量  

（平成柑・～23年度）  

平成用年＝〕月  

各介護予防・地域密着型介護子防サービスの利用国救・目数  
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2．介護サービス見込み量ワークシートの基本的考え方  

2．1被保険者数及び要介護（支援）認定者数の将来推計   

2．1．1推計の手順  

（1）被保険者数の将来推計  

第3期介護保険事業計画の計画値及び直近の実績を基に、平成26年度（第5期介護   

保険事業計画の最終年度）までの各年度の性・年齢階級別被保険者数を推計してくだ  

さい。  

（2）要介護度別・性・年齢階級別認定率の推計  

第3期介護保険事業計画の計画値及び直近の実績を基に、要介護（支援）度別・性・   

年齢階級別認定率を推計してください。  

推計にあたっては、医療保険適用の療養病床に入院している患者であって、要介護   

認定を受けていない患者が、療養病床の転換に伴って要介護認定を受ける可能性を考   

慮してください。  

（3）自然体における要介護度別・年齢階級別認定者数の将来推計  

（1）で推計した性・年齢階級別被保険者数に、（2）で推計した要介護（支援）度別・   

性・年齢階級別認定率を乗じて、自然体における要介護（支援）度別・年齢階級別認   

定者数を推計します。  

（例）平成18年10月の実績を用いた、要介護（支援）認定者数（自然体）の推計イメー  
ジ  

平成柑年川月の要介護（支援）認定者赦（自然体）  

菓1号被†呆陳巻  

雲介讃（支撲）…霊芝巷談（平成18年10月〉   
＋  吉．習定率の増加（減少）見込み1  ＝・［  

第1号被保険者敷（平成18年10月）  

× 第1号視保険者敷（各年度）  

菓2号禎†呆陳着  

筆介喜隻（支積）喜怒定着散（平成1日年10月〉  
＋（  ＋  認定率の増加（減少）見込み ユ  

第2号被保険者敷（平成18年10月）  

× 第2号被保険者敷（各年度）  

（4）介護予防の実施を踏まえた認定者数の推計  

第3期介護保険事業計画における地域支援事業の効果及び予防給付の効果を基に、   

介護予防の実施を踏まえた要介護（支援）認定者数を推計してください。  
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参考：介護予防の実施（参酌標準）  

（1）地域支援事業の実施  

ア 実施対象者  

要支援・要介護状態に陥るおそれのある者（平成20年度以降に高齢者人口の5％（平成18年度・平  

成19年度については、おおむねその8割～9割）に前年度の当該事業の実施により自立にとどまる者  

を加えた人数）を対象として地域支援事業を実施。  

イ 実施効果  

平成20年度実施分以降は、地域支援事業を実施した高齢者の20％（平成18年度実施分については   

12％、平成19年度実施分については16％）を標準として、要支援・要介護状態となることを防止。  

（2）予防給付の実施  

ア 実施対象者  

要支援認定者を対象として、予防給付を実施。  

イ 実施効果  

平成20年度実施分以降は、要支援1・2、要介護1の人数の10％（平成18年度実施分については6％、  

平成19年度実施分については8％）を標準として、要介護2以上 への移行（悪化）を防止。  

※ 地域包括支援センターの設置の延期を行っている場合は設置予定の時期に応じて上記割合を設定して  

ください。  
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